
分野別推進戦略中間フォローアップ（案）－情報通信分野における進捗状況と今後の取組み概要 （１／２）

１．状況認識

期待される役割（政策課題に対する貢献軸（目標））から見た状況変化等の認識

①「社会」貢献軸から見た状況認識

・少子高齢化問題の深刻化に対し、高齢者等の社会参加促進、介護負担軽減、等への貢献の重要性の
増大

・環境問題の深刻化に対し、環境負荷の少ない社会・産業・生活基盤構築、地球温暖化等環境変動評
価分析、拡大し続けるＩＴ分野での省エネ化の促進等の重要性の増大

・情報化進展の中での人間性の回復、文化芸術科学創造への貢献の重要性の増大

②「産業」貢献軸から見た状況認識

・ｸﾞﾛｰﾊﾞﾙ化の進展、ｿﾌﾄｳｪｱ要素の拡大、アジアの台頭等により国際競争力の急速低下

・国際競争力回復に向け、高機能性に加え高信頼性の担保、新たな付加価値として環境貢献面での付
加価値がより重要

・加速度的に増大する多様な情報を迅速・的確に流通利用を可能とする基盤構築が失地回復の鍵

・産業分野での即戦力となるＩＴ人材（特にｿﾌﾄｳｪｱ、ｾｷｭﾘﾃｨ）となる人材確保が急務

・産業展開において実効性のある総合的かつ戦略的な国際標準化の重要性の増大

・少子高齢化時代到来に向け、代替する産業労働力としてのﾛﾎﾞｯﾄ等の活用への期待

③「科学」貢献軸から見た状況認識

・技術立国の地位を保つため、革新的技術の切れめのない創出・向上が一層重要化

・学術研究基盤として、ｽﾊﾟｺﾝに代表される学術情報基盤、先端研究施設の環境整備と、計算機資源活
用を広げるためのｿﾌﾄｳｪｱ工学分野の人材の継続的育成・蓄積が重要

④「安全・安心」貢献軸から見た状況認識

・情報ｾｷｭﾘﾃｨ問題が、安全保障にもつながる重要性の高い問題に

・脅威の一層の多様化・複雑化に対し、端末・NW・ｱﾌﾟﾘｹｰｼｮﾝ等あらゆる階層において総合的に対応す

る技術開発が一層重要

・情報ｼｽﾃﾑを維持管理できる人材育成の遅れも深刻化

・非常災害対策手段としての情報ｼｽﾃﾑの重要性の定着に対し、頻発する地震や異常気象による災害時
に真に役立つｼｽﾃﾑの実現が課題

資料４－２

３．推進方策（取組状況）（続き）

c)ｲﾉﾍﾞｰｼｮﾝ創出に向けた体系的技術開発

・研究開発成果をｲﾉﾍﾞｰｼｮﾝに繋げるべく、長期戦略指針「ｲﾉﾍﾞｰｼｮﾝ２５」において、戦略重点科学技術を
基に研究開発ﾛｰﾄﾞﾏｯﾌﾟを策定し、選択的かつ集中的取組を展開

・特に次世代ﾊﾞｯｸﾎﾞｰﾝ関連、ﾕﾋﾞｷﾀｽ関連、ｻｰﾋﾞｽﾛﾎﾞｯﾄ関連、情報ｺﾝﾃﾝﾂ利活用関連などで、社会への
影響、実利用での問題点解決を重視した実証型研究を展開

・半導体、ﾒﾓﾘ、ﾃﾞｨｽﾌﾟﾚｲなどﾃﾞﾊﾞｲｽ開発における産業界との連携体制による取組みを展開

・一般人にもＩＴの効用を身近に感じてもらうＨＩ技術（音声認識、自動音声翻訳など）への注力

・先駆的ﾓﾃﾞﾙとしての社会還元加速ﾌﾟﾛｼﾞｪｸﾄ（自動音声翻訳技術）の推進

・ＩＴ全般の基盤となるＮＷ、ｾｷｭﾘﾃｨに関し、通信品質安定確保技術、各種ｻｲﾊﾞｰ攻撃対応や情報漏洩対
策技術などと、多様な情報ｼｽﾃﾑ統合を実現するﾌﾟﾗｯﾄﾌｫｰﾑ技術開発などで着実な成果

d)若年層から高齢者までの体系的な人材育成

・小学校から高等学校まで一貫したＩＴ教育の目指す学習指導要領改訂

・産業界と連携した早期ＩＴ教育のための取組にも着手（「ｾｷｭﾘﾃｨ＆ﾌﾟﾛｸﾞﾗﾐﾝｸﾞｷｬﾝﾌﾟ」など）

・幅広いＩＴ人材育成のための環境整備としてのスキル標準と試験制度の整備

・産業界が求めるＩＴ人材育成（「先進的ＩＴｽﾍﾟｼｬﾘｽﾄ育成推進」等）における教育ｺﾝﾃﾝﾂ開発

・人材育成に係る産学双方の共通意識醸成と問題解決に繋げる対話（「産学人材育成ﾊﾟｰﾄﾅｰｼｯﾌﾟ」）

②定期的な戦略・施策の見直し

・国際競争力を強化した戦略的取組みのための研究開発戦略の見直し（「ＵＮＳ戦略ﾌﾟﾛｸﾞﾗﾑⅡ」）

・新産業として期待されるﾛﾎﾞｯﾄ開発戦略の見直しに向けた検討（「ﾛﾎﾞｯﾄ産業政策研究会」）

・産業革新の視点からの経済戦略の研究開発の方向性の見直し（「新経済成長戦略」）

・情報通信産業を国の成長力に繋げる総合的ＩＣＴ政策ビジョンの策定（「ＩＣＴﾋﾞｼﾞｮﾝ懇談会」）

・経済危機克復、経済力発揮のためのIT政策全般からみた新戦略の策定

・「研究開発評価に関する大綱的指針」を受けた関係府省評価指針の策定、実施、等

③国際標準化活動に対する取組強化

・国際産業競争力強化のための「ＩＣＴ研究開発・標準化戦略」（情報通信審議会答申）の策定

・標準化関等連携による「ＩＣＴ標準化・知財センター」の設立、「ＩＣＴ国際標準化推進ｶﾞｲﾄﾞﾗｲﾝ」の策定

・ｼﾝﾎﾟｼﾞｳﾑ等による企業経営層への標準化活動の普及啓発、研究者への動機付け等

・半導体、ﾃﾞﾊﾞｲｽ分野でのより実効性を重視した標準化の推進（「ﾃﾞｰﾀｾﾝﾀの省エネ基準」等）

・技術優位性を固める標準化取組強化（「ＲＴﾐﾄﾞﾙｳｪｱ」、「音声翻訳多言語ﾌｫｰﾏｯﾄ」、「ＥＳＣＲ」等）

④高度ＩＴ社会に深く関わる国際的役割を担う人材の育成

・成果を社会経済活動に繋げる人材に必要なｽｷﾙｾｯﾄの明確化の検討（「産学人材育成ﾊﾟｰﾄﾅｰｼｯﾌ」）

・ｶﾞﾊﾞﾅﾝｽ能力面での育成につながる情報ｼｽﾃﾑﾕｰｻﾞｰｽｷﾙ標準の整備、試験制度の整合化

・人材育成については、短期間では具体的成果につながらない。IT技術開発政策だけの取組みではなく、
教育制度や産業政策も含め社会全体で長期的スパンで根本的に取り組むことが必要

⑤産業に直結する目的基礎研究を中心とした認識形成

・（世界に追随させない）桁違いの成果、技術ﾌﾞﾚｰｸｽﾙｰに向けた長期戦略の下での目的基礎研究への注
力（ （「新世代ＮＷ」、「量子情報通信ＮＷ」、「超臨場感ｺﾐｭﾆｹｰｼｮﾝ」、「先進的統合ｾﾝｼﾝｸﾞ」など）

・究極の省エネ、希少資源枯渇に対応するための新材料面でのﾌﾞﾚｰｸｽﾙｰ研究への投資

・数学的ｱﾌﾟﾛｰﾁの充実強化に向けた実験研究者、企業研究者と計算科学研究者との連携研究の展開

⑥アジアを拠点とするグローバル戦略

・最先端研究開発ＮＷﾃｽﾄﾍﾞｯﾄﾞ（ＪＧＮ２ﾌﾟﾗｽ）、ｲﾝﾀｰﾈｯﾄ衛星など共同研究を通じた研究開発力結集

・「自動音声翻訳」技術研究のアジア拠点化

・ＯＳＳ普及のための日中韓連携（「ＯＳＳ推進会議」、「ＯＳＳ推進ﾌｫｰﾗﾑ」）

３．推進方策（取組状況）

①研究開発を人材育成を一体的に行う新たな産学連携

a)技術交流の場の形成

・ＪＧＮ２plusの整備活用（ﾈｯﾄﾜｰｸ技術開発、多様多彩なｱﾌﾟﾘｹｰｼｮﾝ創出に向けた実証実験等）

・生活応用分野（ﾛﾎﾞｯﾄ、ＨＩ＆ｺﾝﾃﾝﾂ関係等）研究での幅広い異分野技術者の協同作業の展開

・次世代ｽﾊﾟｺﾝ開発利用でのﾅﾉ・ﾊﾞｲｵを核としたｸﾞﾗﾝﾄﾞﾁｬﾝﾚﾝｼﾞｱﾌﾟﾘｹｰｼｮﾝ開発で交流の場を形成

・ﾊｰﾄﾞｳｪｱ、ｱﾌﾟﾘｹｰｼｮﾝとの連携によるｿﾌﾄｳｪｱ開発施策の展開

b)人材交流の場の形成

・産業分野向け人材不足による国際競争力低下の反省に立って、産業界との連携による施策展開（「先
導的ＩＴｽﾍﾟｼｬﾘｽﾄ育成推進」などにより具体的成果も出てきつつあるところ）

・ｿﾌﾄｳｪｱ分野での人材育成に向けた産学共通認識の醸成（「産学人材育成ﾊﾟｰﾄﾅｰｼｯﾌ」）

・「次世代ｽﾊﾟｺﾝ」「自動音声翻訳」「新世代ＮＷ］「回路ｱｰｷﾃｸﾁｭｱ」「半導体ｱﾌﾟﾘｹｰｼｮﾝ」等々の個々の
施策でも人材育成に向けた交流の場を構築

・特にｿﾌﾄｳｪｱ領域で求められる海外との人材交流については、十分な場の形成に繋がっていない

２．重要な研究開発課題及び戦略重点科学技術について（取組状況）

（とりまとめ中）



分野別推進戦略中間フォローアップ（案）－情報通信分野における進捗状況と今後の取組み概要 （２／２）

４．今後の取組みについて

（１）「重要な研究開発課題」及び「戦略重点科学技術」について （→ （２）推進方策 (ｲ）「各論」に整理）

（２）推進方策について
(ｱ)「総論」

・「推進方策」に即し取り組んでいるものの、従来延長線上の改善ｱﾌﾟﾛｰﾁ的な個別施策取組みがほとん
ど、危機的状況からの脱却には制度面も含めた総合的取組みが不可欠（例、ソフト人材等）

・近年深刻化著しい社会問題への対応には、ＩＴの貢献について分野・領域を超えて取組むことが重要

・昨今の未曾有の経済危機の克服に向け、以下の点に配意しつつ、より総合的・戦略的対応が必要

①情報通信技術に対する縦割的ﾌｫﾛｰｱｯﾌﾟの見直し

・研究成果を政策課題解決への貢献目標に照らして評価し、その重要性を社会に見せていくためにも、Ｉ
Ｔ以外の分野でのＩＴ利活用専門家を育成し、分野連携・融合してﾌｫﾛｰｱｯﾌﾟしていくことが重要

②情報通信分野の研究開発基盤となる最先端ﾃｽﾄﾍﾞｯﾄﾞの充実

・情報利活用の一層の拡大に加え、ｸﾗｳﾄﾞｺﾝﾋﾟｭｰﾃｨﾝｸﾞといった新たな潮流に対応するために、これらに
対応できる光、無線を統合した高度なＮＷﾃｽﾄﾍﾞｯﾄの整備充実が不可欠

③出口指向型の研究開発の推進

・個別の技術目標を重視しすぎることなく、統合技術として具体的有効性を実証する技術開発の強化

・社会展開までの流れを見据えたﾛｰﾄﾞﾏｯﾌﾟの明確化とそれに基づく産学連携による応用・実証研究の推
進（社会還元加速ﾌﾟﾛｼﾞｪｸﾄの展開）

④研究の質の変化に合わせた研究開発計画の策定

・実社会適用に不可欠な「実験情報科学」に対応する大規模基盤整備と実施主体となる民間連携強化

・研究の質の変化に対応した国の役割の再確認と、それに基づく政策化（研究計画、予算確保）

⑤研究期間中の環境変化に適切に対応するためのプロジェクト管理

・中長期的研究開発での社会情勢変化、技術革新に合わせた動的計画変更を可能とする体制検討

・中長期的研究開発での途中段階での成果活用促進に向けた研究管理プロセスの検討

⑥研究の独創性・多様性確保に向けた萌芽的研究支援の確保

・景気減速による民間での研究多様性創出に向けた投資減退を補う政府の役割の一層の拡大

・目先の出口指向型研究の重点化に偏らない、将来のﾌﾞﾚｰｸｽﾙｰにつながる萌芽的研究支援の維持、
独法化が目指した研究の多様性への配慮

⑦新しい情報化技術トレンドや研究手法の変化への対応

・欧米でのﾄﾚﾝﾄﾞ（「ｸﾗｳﾄﾞｺﾝﾋﾟｭｰﾃｨﾝｸﾞ」「新世代ＮＷ・ﾜｲﾔﾚｽＮＷ」等）を踏まえた取組みの強化

・「ｸﾗｳﾄﾞｺﾝﾋﾟｭｰﾃｨﾝｸﾞ」「ｾﾝｻｰNW」「NWﾛﾎﾞｯﾄ」等、領域を跨る研究のための複数領域技術者参加強力に
よる総合ｼｽﾃﾑの構築・実証等といった体系的取組み

・電子化された多様な情報を駆使する「ｅｻｲｴﾝｽ」方法論を駆使するための情報基盤の構築

⑧研究開発人材確保に向けた取組みの強化

・ＩＴ人材育成を一概に論ずるのでは解決にならない、必要な役割・能力、等に応じた検討が必要

・人材問題は、根本的には、教育からｷｬﾘｱﾊﾟｽ環境まで総合的かつ長期的な取組みが必要

・目的別には、個々の研究開発施策を通じての取組みも強化されてきているところ、それらにおいてより
具体的な成果を挙げていくためには、現行施策を領域横断的に現状整理分析し、その中で不十分な点
を明確化し具体的改善策を検討していくことが重要

・育成だけでなく、育成した人材のｲﾝﾌﾟﾘﾒﾝﾃｰｼｮﾝ（ｼｽﾃﾑとしての活用・定着）に向けたﾌｫﾛｰも重要

・また、国際性、産業化などの面で有能な人材をどのように活用していくのかﾋﾞｼﾞｮﾝの明確化が必要

・産業界が求める高度技術者には多様な技術要素に対応できる人材ｾｯﾄが相当数必要

・産学官連携して、産業人として求められる人材像の共有化の議論が必要

・産業界での博士課程人材活用促進に向け、教育側では、高度技術者視点からの視点を加えた教育目
標の多様化と明確化、一方、産業側では、学生のｲﾝｾﾝﾃｨﾌﾞを高める環境整備が重要

・産学連携した「企業就職」の視点での教育ﾌﾟﾛｸﾞﾗﾑの開発・展開が重要
⑨産業化活動を中心に据えた国際標準化の推進

・企業の国際標準化活動を促すための、知財権等による利益確保を前提とした標準化活動の取組み

・研究早期時点からの人材投入とそのための人材育成の強化が重要

４．今後の取組みについて（続き）

(ｲ)「各論（領域別推進方策）」

①ﾈｯﾄﾜｰｸ領域

・機能性・利便性を維持した省エネ化、他領域技術とも併せた総合的研究開発と実証実験環境整備

・健全・安心な情報利活用確保のための技術への注力（ﾈｯﾄﾜｰｸの役割を踏まえた研究）

・電波の極限的有効利用を可能とする世界最先端高速無線ｱｸｾｽ技術の開発と世界市場での成功

・ﾄﾗﾋｯｸ急増に対応するﾊﾞｯｸﾎﾞｰﾝ技術、全光ＮＷ技術等、情報流通円滑化に資するための技術開発、等

②ﾕﾋﾞｷﾀｽ領域

・食料、ｴﾈﾙｷﾞｰ等の制約要因の中で社会問題解決とｻｰﾋﾞｽ産業振興に向けた広範な取組みが重要

・広範な社会展開に向けたｵｰﾌﾟﾝなｱｰｷﾃｸﾁｭｱによる開発

・海外展開も視野に入れた電子ﾀｸﾞｱﾌﾟﾘｹｰｼｮﾝのﾌﾟﾗｯﾄﾌｫｰﾑ化とｿﾌﾄｳｪｱﾓｼﾞｭｰﾙのｵｰﾌﾟﾝ化への努力

・ﾕﾋﾞｷﾀｽに不可欠なＮＷのｵｰﾌﾟﾝ性の確保に向けた研究

・多様な端末によるＮＷ活用のための無線端末ﾓｼﾞｭｰﾙ化、ｺｸﾞﾆティﾌﾞ化、等

③ﾃﾞﾊﾞｲｽ領域

・ﾃﾞｼﾞﾀﾙ家電技術をもとに、ＮＷ化された情報機器をﾄｰﾀﾙで省エネ化させるﾌﾟﾛｼﾞｪｸﾄつくり

・研究開発成果を高めるためのｵｰﾌﾟﾝ･ｲﾉﾍﾞｰｼｮﾝの観点での施策推進

・環境対応（ＩＴの省エネ、ＩＴによる省エネ）に向けた業界挙げての広範な取組みの展開

・新市場創出に向け、独創的ｱｲﾃﾞｱ等による次世代半導体によるﾃﾞﾊﾞｲｽの高機能化

・特に環境貢献の観点から、低消費電力ﾃﾞｨｽﾌﾟﾚｲや不揮発ﾒﾓﾘ等ｽﾋﾟﾝﾃﾞﾊﾞｲｽ、ﾊﾟﾜｰﾃﾞﾊﾞｲｽへの注力、等

④ｿﾌﾄｳｪｱ領域

・国際分業化の中で、我が国の立ち位置の明確化と競争力確保に向けた長期戦略に基づく取組み

・組込ｿﾌﾄの信頼性向上に向けた開発手法確立、基幹系ｿﾌﾄの開発効率化に向けたｿﾌﾄ共有化等

・技術者育成のためのｼｽﾃﾑの構築と産学連携活動の推進（人材像の明確化、ｶﾘｷｭﾗﾑ整備、等）

・ｽﾄﾚｰｼﾞとｽﾊﾟｺﾝを連携した先端研究施設の構築、ﾗｲﾌﾞﾗﾘの蓄積、検索、再利用等支援環境整備、等

⑤ｾｷｭﾘﾃｨ領域

・ｿﾌﾄ開発等に伴う解決困難な問題解決に向け、長期的視野に立ったｸﾞﾗﾝﾄﾞﾁｬﾚﾝｼﾞ型施策の実施

・情報ｾｷｭﾘﾃｨ領域における国際標準化に向けた取組強化

・ｼｽﾃﾑ脆弱性対策として、攻撃手法の複雑化・高度化対応技術や漏洩被害最小化など技術・手法確立

・技術開発、対策手法確立に加え、その社会基盤への適用促進と運用する高度技術者の育成、等

⑥ﾋｭｰﾏﾝｲﾝﾀｰﾌｪｰｽ（ＨＩ）及びｺﾝﾃﾝﾂ領域

・超臨場ﾒﾃﾞｨｱ実現に向けた連携体制の強化（認知学、心理学、ｸﾘｴｰﾀ等多様なｴｷｽﾊﾟｰﾄ連携）等

・先端技術とﾃﾞｻﾞｲﾝ双方を実践できる人材育成（創造力、表現力を触発する教育の強化）

・超臨場ﾒﾃﾞｨｱ・ｺﾝﾃﾝﾂ技術の可能性を国民に提示できる技術の確立（ﾃﾞｼﾞﾀﾙﾐｭｰｼﾞｱﾑ等）

・多様かつ膨大な情報利活用のためのﾃﾞｼﾞﾀﾙｱｰｶｲﾌﾞ確立に向けた検索、評価、可視化等技術の結集

・ﾕﾋﾞｷﾀｽ技術、ﾌﾟﾗｲﾊﾞｼ保護技術等との連携による超臨場ﾒﾃﾞｨｱのｺﾝﾃﾝﾂ産業化への早期展開、等

⑦ﾛﾎﾞｯﾄ領域

・生活支援・ｻｰﾋﾞｽ向上分野の研究強化に向けた政策支援（ＲＴ産業化ﾓﾃﾞﾙ確立（高度ｻｰﾋﾞｽ産業展開促
進ｽｷｰﾑ）、民間資金導入のための目利き組織、評価・実証・安全のためのﾃｽﾄﾍﾞｯﾄ整備など）

・ＲＴ製品の産業化に向けた基盤（共通）化とｼｽﾃﾑ統合化、そのための標準化活動

・ｻｰﾋﾞｽ産業分野でのＲＴ活用促進に向けたｻｰﾋﾞｽの体系化（ｻｰﾋﾞｽｺﾝﾃﾝﾂの体系的構築）

・人とﾛﾎﾞｯﾄの共生社会像（ﾋﾞｼﾞｮﾝ）の明示と、利用者、ｻｰﾋﾞｽ提供者と連携した開発推進、等

⑧研究開発基盤領域

・産業界でのｽﾊﾟｺﾝ活用を促進するための、長期的視点に立って人材育成する制度設計

・ｽﾊﾟｺﾝ活用のための超並列ｺﾝﾊﾟｲﾗﾁｭｰﾆﾝｸﾞﾂｰﾙ、各種ｼﾐｭﾚｰｼｮﾝ技術、その他応用技術の充実

・ｽﾊﾟｺﾝ技術の産業展開に向け、低消費電力ﾌﾟﾛｾｯｻ技術等省ｴﾈ化技術の確立と情報家電への展開検討

・ｽﾊﾟｺﾝを活用した膨大な情報資源活用のための情報検索、分析のための研究開発推進、等


